
地方創生テレワーク推進運動A c t i o n 宣言
当社は、地方創生テレワーク推進運動の趣旨に賛同し、以下のように取組むことを宣言します。

地方創生テレワークの必要性・メリットを企業のトップや経営層が理解のうえ、取組を推進します。

地方創生テレワークに取組むための体制や取組方針等を整備し、

企業のトップや経営層のコミットメントの下、社内での価値観の共有に取組みます。

取 組 方 針

 地方創生テレワークの推進に当たり、関連するガイドラインやチェックリスト、マニュアル等を参照し、諸制度の整備に努めます。

取 組 に 向 け た 諸 制 度 整 備

 地方創生テレワークの推進に当たり、コンプライアンスの遵守に努めます。

法 令 遵 守

取 組 内 容

取 組 項 目

MedInfo株式会社
代表取締役　毎熊 誠一郎
日付　２０２２年１２月２６日

【２】地方人材の採用・育成 【４】機能分散 【５】ワーケーション推進

これからは企業を取り巻く環境はどんどん変化していきます。同時に労働者の側もそのライフスタイルや価値観がどんどん変化して

いきます。私のような職種は従来は製薬企業に属していなければできませんでした。しかし今ではITの進歩とともに多様な働き方、

多様な人材活用ができる時代になっています。私のような専門職を雇用することなく活用するというクラウドソーシングのような動き

も出てきています。まずは自分の専門性を生かし、顧客ひいては患者様のお役にたち、将来は専門性の高い人材を年齢や居住地に

左右されず、その能力を求める顧客に提供するというビジネスに発展して行けたらと思っています。


